
受益者負担の具体的な検討を進め

100％を上回っているが、今後浸水対策及び下水道施設の更新 ていく。

に係る各費用が増加することが見込まれる。 　下水道事業は平成29年度の使用料改定により、下水道料金回

※令和2年度は、水道料金及び下水道使用料ともに、基本料金4 収率が100％を超え、適正な使用料水準となったが、今後増加

ヶ月分の減免を実施したため、料金回収率が前年度比で大きく する事業費を確保するため、内部経費の更なる圧縮に努めると

下回っている。 ともに、適正な受益者負担の具体的な検討を今後進めていく。

　水道料金回収率について水道事業は前年度を上回ったものの、依然として目標には達して

いない。

Ｂ
　下水道事業は使用料改定により目標の使用料回収率１００％を超え、適正な使用料水準と

なった。

　水道事業、下水道事業ともに、今後老朽化施設の更新等に係る費用の増加等が見込まれ、

経営環境は厳しさを増す見込みであることから、包括委託業務範囲の拡大等を進め内部経費

→ の更なる圧縮に努め、費用の増加を最小限に抑えながら各事業の推進を図る。

　水道事業は、給水に係る費用が料金収入で賄えていない状況である。今後も経営状況を注視し経費節減に努めつつ、適正な水道料金につ

いて検討していく。下水道事業は、使用料改定により料金回収率も目標とする１００％を超えており、私費負担である汚水処理費用が使用

料収入で賄えるようになったが、今後増加する下水道施設整備や改築更新等の事業費を確保すると共に、安定した施設維持に必要な経費に

ついても増加が見込まれることから、内部経費の更なる圧縮に努めるとともに、適正な受益者負担の具体的な検討をしていく。　

戸田市 施策評価シート
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１．施策の位置づけ ＜PLAN＞

基本目標 中心となる課

分　　野
関係課

施　　策

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

その他施策の取組事項に
係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況

（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（人員/予算）
（↑増加、→維持、↓削減） 説　明

（人員/予算）

（評価者コメント）

05 快適で過ごしやすいまち 水安全部・総務課

07 上下水道 水安全部・水道施設課
水安全部・下水道施設課

61 効率的な上下水道事業の運営

　上下水道事業の効率的な運営を図るとともに、適切な上下水道料金を設定し、安定した水の供給を行うことによって、市

民がいつでも安心して上下水道を利用できるようにします。

水道料金事業

上水道料金回収率 上水　供給単価／給水原価
％ 100 88.6 94.5 96 96.4 95 87.3

(上水道料金で賄える給水の費用割合 )
下水道料金回収率 下水　使用料単価／汚水処理原価

％ 100 85.9 91.9 113.8 117.9 112.8 102.6
(使用料で賄える汚水処理費用割合 )

　水道事業は、今後、水需要の減少に伴う給水収益の減少や、 　水道事業は、平成30年度に中期経営計画を策定し、その中で

老朽化施設の更新等に係る費用の増加等が見込まれるため、事 財政収支計画を作成し、事業費確保についての見通しと経営方

業費の確保が課題である。 針を決定した。今後は将来の水需要減少を見据えた施設規模の

　下水道事業は平成２９年度の使用料改定以降、料金回収率が 適正化に努めながら、適正な
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02 一般管理費　（総務課）

受益者負担金賦課徴収事業
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意

11,059 受益者負担について
0

19,204 は、引き続き周知に

１ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ Ｂ02 03 01 01 01 02 02 19,204 努め事業に対する理

受益者負担金の賦課・徴収を 19,204 解を深める。 0

行う。受益者負担金システム 2,977

01 長期債元金　（総務課）
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